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【新旧対照表】 令和５年度 認可保育所指導検査基準の主な改正内容（運営管理・保育内容） 

該当箇所 改正内容 改正理由 

 新 旧  

 
Ⅰ- ② 運 営 管 理 
 
 
４ 職員の状況 
（１）職員配置 
 

  
【基本的考え方】 
＜常勤の保育士の定義＞ 
（削除） 
①期間の定めのない労働契約を結んでいる者(ただ
し、１年以上の労働契約を結んでいる者を含む。) 
②労働基準法施行規則により、明示された就業場所
が当該保育所であり、かつ従事すべき業務が保育で
あること。 
③勤務時間が、当該保育所の就業規則において定め
られている常勤の従事者が勤務すべき時間数（１か
月に勤務すべき時間数が 120 時間以上に限る。）に
達しているか、１日６時間以上かつ月 20 日以上常
態的に勤務し、社会保険の被保険者であること。 

 
【基本的考え方】 
＜常勤の保育士の定義＞ 
各保育所の就業規則等で定めた常勤のうち 
①期間の定めのない労働契約を結んでいる者(ただ
し、１年以上の労働契約を結んでいる者を含む。) 
②労働基準法施行規則により、明示された就業場所
が当該保育所であり、かつ従事すべき業務が保育で
あること。 
③勤務時間が、当該保育所の就業規則において定め
られている常勤の従事者が勤務すべき時間数（１か
月に勤務すべき時間数が 120 時間以上に限る。）に
達しているか、１日６時間以上かつ月 20 日以上常
態的に勤務し、社会保険の被保険者であること。 
 

 
都要綱改正に
伴う修正 

 

Ⅱ- ① 凡 例 保 育 内 容（関係法令及び通知等） 
 
項目番号 48 【略称】 

都第 353通知 
【略称】 
57福児母第 353号 

 

項目番号 49 【関係法令及び通知等】 
令和５年 12 月 14 日こ成安第 142 号、５教参学 30
号「特定教育・保育施設等における事故の報告等に
ついて」 
 
【略称】 
こ成安第 142号通知 

【関係法令及び通知等】 
令和５年４月 1日こ成安第２号、４教参学 21号「特
定教育・保育施設等における事故の報告等につい
て」 
 
【略称】 
こ成安第２号通知 

 
通知発出に伴
う修正 
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項目番号 50 【関係法令及び通知等】 
令和５年 12 月 25日５福祉子保第 2346号「特定教
育・保育施設等における事故発生時の対応につい
て」 
 
【略称】 
５福祉子保第 2346号通知 

【関係法令及び通知等】 
令和５年５月８日５福保子保第 265号「特定教育・
保育施設等における事故発生時の対応について」 
 
 
【略称】 
５福保子保第 265号通知 

 
通知発出に伴
う修正 

項目番号 52 【関係法令及び通知等】 
令和５年 12 月 14 日こ成安第 143 号、５教参学第
31 号「教育・保育施設等における重大事故の再発
防止のための事後的な検証について」 
 
 
 

【関係法令及び通知等】 
平成 28 年 3 月 31 日府子本第 191 号・27 文科初第
1788 号・雇児総発 0331 第６号・雇児職発 0331 第
１号・雇児福発 0331 第２号・雇児保発 0331 第 2
号「教育・保育施設等における重大事故の再発防止
のための事後的な検証について」 
 
 

 
通知発出に伴
う修正 

 

Ⅱ- ② 保 育 関 係 
 
 
３ 健康・安全の状況 
(９)児童の安全確保 
 
イ 損害賠償保険 
 
 
 
ウ 事故発生時の対応 

  
 
 
 
【関係法令等】 
（１）都第 353号通知 
（２）（３）変更なし 
 
【関係法令等】 
１  
（１）保育所保育指針第３章 1（3）ｱ 
（２）都条例第 17条 
（３）５福祉子保第 2346号通知 
（４）重大事故の再発防止のための事後的な検証 
   通知 
 
 
 
 

  
 
 
 
【関係法令等】 
（１）57福児母第 353号通知 
（２）（３）変更なし 
 
【関係法令等】 
１  
（１）保育所保育指針第３章 1（3）ｱ 
（２）都条例第 17条 
（３）５福保子第 265号通知 
（４）重大事故の再発防止のための事後的な検証 
   通知 
 
 
 
 

   
通知発出に伴
う修正 
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【基本的な考え方】 
１ （略） 
削除 
２ 次に掲げる事故等が発生した場合には区市町
村に報告すること。 
① 死亡事故 
② 意識不明事故（どんな刺激にも反応しなかった

状態に陥ったもの） 
③ 治療に要する期間が 30 日以上の負傷や疾病を

伴う重篤な事故等 
④ 感染症若しくは食中毒の発生又は発生が疑わ

れる状況が生じ、次のア、イまたはウに該当す
る場合 

 ア 同一の感染症若しくは食中毒による又はそ
れらによると疑われる死亡者又は重篤患者が
1週間内に２名以上発生した場合。 

 イ 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそ
れらが疑われる者が１０名以上又は全利用者
の半数以上発生した場合 

 ウ ア及びイに該当しない場合であっても、通常
の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、
特に施設長が報告を必要と認めた場合 

⑤ 迷子、置き去り、連れ去り等が発生し、又は 
  発生しかけた場合 
⑥ その他、児童の生命又は心身に重大な被害が生

じる事故に直結するような事案（児童への暴力
やわいせつ行為等の事実があると思慮された
事案を含む。）が発生した場合 
事故報告の第１報は原則事故発生当日（遅くも
も事故発生翌日）、第２報は原則１か月以内程
度とし、状況の変化や必要に応じて追加の報告
を行うこと。また、事故発生の要因分析や検証
等の結果については、作成され次第報告するこ
と。 
 

【関係法令等】 
（１）こ成安第 142号通知 

【基本的な考え方】 
１ （略） 
【区】 
２ 次に掲げる事故等が発生した場合には区市町
村に報告すること。 
① 死亡事故 
 
 
② 治療に要する期間が 30 日以上の負傷や疾病を

伴う重篤な事故等 
③ 感染症若しくは食中毒の発生又は発生が疑わ

れる状況が生じ、次のア、イまたはウに該当す
る場合 

 ア 同一の感染症若しくは食中毒による又はそ
れらによると疑われる死亡者又は重篤患者が
1週間内に２名以上発生した場合。 

 イ 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそ
れらが疑われる者が１０名以上又は全利用者
の半数以上発生した場合 

 ウ ア及びイに該当しない場合であっても、通常
の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、
特に施設長が報告を必要と認めた場合 

④ 迷子、置き去り、連れ去り等が発生しかけた場 
  合 
⑤ その他、児童の生命又は心身に重大な被害が生

じる事故に直結するような事案（児童への暴力
やわいせつ行為等の事実があると思慮された
事案を含む。）が発生した場合 
事故報告の第１報は原則事故発生当日（遅くと
も事故発生翌日）、第２報は原則１か月以内程
度とし、状況の変化や必要に応じて追加の報告
を行うこと。また、事故発生の要因分析や検証
等の結果については、作成され次第報告するこ
と。 
 

【関係法令等】 
（１）こ成安第２号通知 
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（２）５福祉子保第 2346号通知 
（３）～（５）略 
 

（２）５福保子保第 265号通知 
（３）～（５）略 
 


